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○久万高原町住民主体型サービス利用助成要綱 

平成２８年１１月１４日 

告示第６６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、住民主体型サービス（久万高原町介護予防・日常生活支援総合事

業実施要綱（平成２８年久万高原町告示第６５号。以下「実施要綱」という。）第４

条に規定する訪問型サービス及び通所型サービスをいう。以下同じ。）を利用した場

合において、当該サービスに係る費用の額の一部を助成することに関し必要な事項を

定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 この告示による助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６２の４各号に該

当する者であって、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条の２第１６項に規

定する介護予防支援又は実施要綱第４条に規定する介護予防ケアマネジメントによ

って住民主体型サービスの利用が介護予防サービス計画に位置付けられた者とする。 

（利用券の交付等） 

第３条 町は対象者に対し、助成の額に相当する久万高原町住民主体型サービス利用券

（様式第１号。以下「利用券」という。）を交付するものとする。 

２ 利用券の交付は、対象者の住所地を管轄する地域包括支援センターを介して行うも

のとする。 

（利用方法等） 

第４条 対象者は、住民主体型サービスを利用したときは、当該サービスを提供した登

録住民主体型サービス提供者（第７条第３項に規定する登録住民主体型サービス提供

者。同条及び第７条において同じ。）に対し利用券を提出するものとする。 

２ 対象者は、利用した住民主体型サービスの提供者に対して、利用券を提出すること

によってサービスを受けるものとする。 

３ 対象者は、前項の利用券の提出際して、利用券１枚ごとに１００円を負担するもの

とし、利用券と合わせて現金１００円を添えて、登録住民主体型サービス提供者に提

出するものとする。 
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（利用券の交付枚数） 

第５条 利用券の交付枚数は、作成された介護予防サービス計画に位置づけられた住民

主体型サービスの利用回数を限度とする。 

（利用券による住民主体型サービスの範囲） 

第６条 利用券により対象者が利用することができる住民主体型サービスは、登録住民

主体型サービス提供者が提供する住民主体型サービスのうち、１回あたりの当該サー

ビスに要する費用が１，０００円のものとする。 

（登録住民主体型サービス提供者） 

第７条 住民主体型サービスを提供する者は、住民主体型サービス提供者登録申請書

（様式第２号）により、当該サービスの提供を開始しようとする日の４５日前までに

町長に申請し、町長による登録を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の登録を行ったときは、登録通知書（様式第３号）により当該登録を

受けた者に通知するものとする。 

３ 第１項の規定により登録を受けた事項に変更があるときは、登録住民主体型サービ

ス提供者（同項の登録を受けた者をいう。以下同じ。）は、登録住民主体型サービス

提供者変更届出書（様式第４号）により、当該変更が生じた日から起算して１０日以

内に、町長に届け出なければならない。 

４ 登録住民主体型サービス提供者は、休止した当該登録に係るサービスを再開すると

きは、登録住民主体型サービス提供者廃止・休止・再開届出書（様式第５号）より、

当該サービスを開始する前１０日以内に、町長に届け出なければならない。 

５ 登録住民主体型サービス提供者は、当該指定に係る事業を廃止し、又は休止しよう

とするときは、登録住民主体型サービス提供者廃止・休止・再開届出書（様式第５号）

より次に掲げる事項を記載した書類を添えて、その廃止又は休止の日の１月前までに、

町長に届け出なければならない。 

(１) 廃止し、又は休止しようとする年月日 

(２) 廃止し、又は休止しようとする理由 

(３) 現に住民主体型サービスを受けている者に対する措置 

(４) 休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

６ 登録住民主体型サービス提供者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出を
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したときは、当該届出の日前１月以内に住民主体型サービスによるサービスを受けて

いた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該サービス

に相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要なサービス等が継続的に提供さ

れるよう、指定介護予防支援事業者、介護予防ケアマネジメントの実施者、他の実施

者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。 

（利用券の譲渡等の禁止） 

第８条 利用券は、これを譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（利用券の返還等） 

第９条 利用券の交付を受けている者が対象者でなくなった場合は、速やかに、町長に

届け出るとともに、交付された利用券を町長に返還しなければならない。 

（助成金の額） 

第１０条 助成金の額は、介護予防サービス計画に位置付けられたサービスの利用１回

につき９００円とする。 

（助成の方法） 

第１１条 登録住民主体型サービス提供者は、利用者から提出された利用券を町長に提

出することにより助成を受けるものとする。 

２ 町長は、前項の利用券の提出を受けた場合は、住民主体型サービスの利用があった

日の属する月分を翌月の末日までに登録住民主体型サービス提供者に支払うものと

する。 

（助成金の返還） 

第１２条 町長は、第８条及び第９条の規定に違反した者及び偽りその他不正の手段に

より利用券を利用した者がある場合は、その者に当該利用に係る助成の額に相当する

額の返還を求めることができるものとする。 

（交付台帳の整備） 

第１３条 町長は、利用券の交付状況を明らかにするため、久万高原町住民主体型サー

ビス利用券交付台帳（様式第６号）を備え、地域包括支援センターを介して必要な事

項を記載させるものとする。 

（その他） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 
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附 則 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第１３条関係） 

 


